
既存の高速道路を接続するため、ネットワークのリダンダンシーが向上し、事故・災害や、今後実施が必要な大規模補修

工事等に伴う通行止めに強いネットワークとなる。

事故・災害・工事等に対する迂回路の確保事業効果④

淀川左岸線・淀川左岸線延伸部が整備されると現状では

淀川左岸線延伸部

大阪港線

通行止め

規制等

新たな迂回ルート

新たな迂回路が形成され、ネットワーク

のリダンダンシー（冗長性）が向上

大阪臨海部と内陸部を行き来するためのルート

が限られており、事故・災害・工事などによる

通行止めが発生した際の迂回道路の整備が必要

事故：377件
規制時間：259時間

※阪神高速大阪港線上下線 （H31.4～R2.3）の集計

出典：【事故件数・規制時間】阪神高速道路株式会社資料（H31.4～R2.3集計）

２ 事業の必要性 事業効果④
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周辺開発の状況

○沿道の施設立地状況等
・都心北部では、うめきた2期（新駅設置事業）等の新たな開発が進められている。

・臨海部では、ユニバーサル・スタジオ・ジャパン等の集客施設や大規模物流施設が多数立地。

・「夢洲」における2025年大阪・関西万博の開催が決定。

梅田１丁目１番地計画
（大阪神ビルディング及び
新阪急ビル建替計画）
（R4春完成予定)

グランフロント大阪

うめきた２期開発
新駅設置事業

ユニバーサル・
スタジオ・ジャパン

イケア鶴浜

海遊館

統合型リゾート
(IR)誘致

製品評価技術基盤機構
(NITE)大阪事業所
（H28.4開所）

ATC

大阪府咲洲庁舎(旧WTC)

夢洲コンテナ
ターミナル

舞洲・南港には
多くの物流施設
が立地

南港コンテナターミナル

大阪中央卸売市場
南港市場

大阪南港トラック
ターミナル

堺泉北港堺2区
基幹的広域防災拠点

J-GREEN堺

グリーンフロント堺

堺浜テクノパーク
(中小企業クラスター)

共生の森

堺太陽光発電所

淀川左岸線
供用中

未供用

2025年大阪・関西
万博開催予定

夢洲まちづくり

尼崎ディストリビュー
ションセンター
（大型物流施設）
(R2.6完成)

ヨドバシ梅田タワー

２ 事業の必要性 社会経済情勢等の変化①

なにわ筋線(仮称)中之島駅
整備計画（R12開業目標）

うめきた２期(区画整理･鉄道地下化･新駅設置・都市公園事業)
（2023年春 地下化切替・新駅開業、2024年 先行まちびらき予定）
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（仮称）梅田３丁目計画
（旧大阪中央郵便局跡地）
（R6.3完成予定）
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２ 事業の必要性 社会経済情勢等の変化②

大和川線の全線開通
・2020年3月29日に堺市堺区鉄砲町から松原市三宅西付近までの7.7kmが開通。

→拠点間のアクセスと利便性が向上し、物流の効率化が図られるとともに、

一般道路の渋滞緩和や事故の減少が期待される。



２ 事業の必要性 社会経済情勢等の変化③

西船場JCT 信濃橋渡り線の開通
・2020年１月29日に16号大阪港線東行きと１号環状線北行きが直接接続する
「西船場ジャンクション信濃橋渡り線」が開通。

→走行時間にして約５分の短縮により、時間的損失が解消される。

15

大阪港線➡池田線・守口線
渡り線利用により、５．５km短縮



○淀川左岸線（２期）事業の工事を前倒し、早期整備を図ることにより、万博開催時に新大阪駅・
大阪駅などから万博会場へ向かうシャトルバスの通行をめざします。

大 阪 市

既存ルート

淀川左岸線利用ルート

新
御
堂
筋

④

2025 大阪・関西万博会場のイメージ図

工事を前倒し、暫定運用により交通アクセスを充実

２ 事業の必要性 万博開催地（夢洲）へのアクセス道路整備
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仕上工事等

2026年度末完成
～供用

2026年度末完成
～供用



令和２年度事業再評価（費用便益分析結果） 事業全体 残事業

便益 走行時間短縮便益（億円） 11,103 2,546

（B） 走行経費減少便益（億円） 557 188

交通事故減少便益（億円） 68 42

計（億円） 11,728 2,775

費用 事業費（億円） 7,468 1,261

（C） 維持管理費（億円） 423 83

計（億円） 7,891 1,344

費用便益比（B／C） 1.5(1.486) 2.1(2.065)
※淀川左岸線（１期・２期）で費用便益分析を実施
※費用及び便益額については令和２年度の価値に換算
※費用及び便益の合計は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある

３ 費用便益分析 算定結果

感度分析結果（残事業分が変動した場合の全事業における費用便益比）

変動要因 基準値 変動ケース 費用便益比（Ｂ／Ｃ）

交通量 29,800～52,400 ±10％ 1.41～1.56

事業費 1,420億円 ±10％ 1.46～1.52

事業期間 6年間 ±2年 1.47～1.50
17



（参考）平成29年度事業再評価時 事業全体 残事業

便益 走行時間短縮便益（億円） 9,358 2,026

（B） 走行経費減少便益（億円） 573 175

交通事故減少便益（億円） 88 56

計（億円） 10,018 2,257

費用 事業費（億円） 6,101 811

（C） 維持管理費（億円） 368 74

計（億円） 6,469 885

費用便益比（B／C） 1.5(1.549) 2.6(2.550)

３ 費用便益分析 ［参考］前回（H29年度）事業評価における算定結果

※淀川左岸線（１期・２期）で費用便益分析を実施
※費用及び便益額については平成29年度の価値に換算
※費用及び便益の合計は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある

変動要因 基準値 変動ケース 費用便益比（Ｂ／Ｃ）

交通量 26,300～50,700 ±10％ 1.5～1.6

事業費 1,016億円 ±10％ 1.5～1.6

事業期間 9年間 ±2年 1.5～1.6

感度分析結果（残事業分が変動した場合の全事業における費用便益比）
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３ 費用便益分析 算定結果に関する考察

19

便益増加の要因

Ｈ29年度評価 ： Ｈ17交通センサスをベースにR14（2032年）のＯＤ量を推計

今回評価 ： Ｈ22交通センサスをベースにR14（2032年）のＯＤ量を推計

淀川左岸線の計画交通量（R14） （台）

Ｈ17ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ Ｈ22ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ

計画交通量 26,300～50,700 29,800～52,400

１ 交通流推計について

Ｈ29年度評価時に比べ、
淀川左岸線の計画交通量が増加

２ マニュアルの改定について

「費用便益分析マニュアル
（国土交通省 道路局 都市局）」
の改定に伴い、便益算出に用いる
時間価値原単位の変動（主に貨物車）
が便益に影響。

車種別の時間価値原単位

Ｈ17交通センサスベースのR12OD量（近畿圏のトリップ数）

Ｈ22交通センサスベースのR12OD量（近畿圏のトリップ数）
＝ 1.026

比率
（参考）

※将来交通量は減少傾向であるが、減少幅が鈍化


